
収入の状況

　令和４年度の収入は247.5億円、支出は
239.6億円で、収入と支出の差し引きでは
7.9億円の黒字となりました。しかし、市
の貯金である財政調整基金に0.1億円積み
立てを行ったものの前年度からの繰越金
と翌年度繰越事業の財源の合計9.1億円を
差し引いた収入は238.5億円となり、実質
的な令和４年度の単年度収支は1.1億円の
赤字となりました。
　なお、実質的収支には反映されません
が、北海道市町村備荒資金組合に超過納
付金を6.0億円積み立てしています。

収入のポイント

支出のポイント

収入額は、前年度に比べ
1.2億円減の247.5億円

収入
247.5億円
前年度比
▲1.2億円

地方交付税
63.6億円
25.7㌫

国･道支出金
67.1億円
27.1㌫

市債
16.5億円
6.7㌫

その他
47.1億円
19.0㌫

市税
53.2億円
21.5㌫ 市税

　固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯
税、都市計画税の増加により、4.2億円（8.6％）
の増

国・道支出金
　住民税非課税世帯等臨時特別給付金などの給付
に係る国・道からの財源の減などにより、前年度
に比べ4.1億円（5.8%）の減

市債
　臨時財政対策債の減などにより、前年度に比べ
0.5億円（3.2％）の減

支出の状況

●総務費･･･市の全般的な管理などの経費や戸籍、統計業務などに使ったお金　●民生費･･･高齢者や子どもな
どの福祉のために使ったお金　●土木費･･･道路や市営住宅などの整備や維持に使ったお金　●教育費･･･児童
・生徒の教育、学校・保健体育施設の整備や運営などに使ったお金　●公債費･･･借金を返済するために使った
お金　●給与費･･･職員に給料や手当などを支払ったお金　●商工費･･･商工業や観光の振興などに使ったお金

用語
解説

●市税…市民税、固定資産税、軽自動車税などの市の税金 ●地方交付税…人口や市税収入などに応じて国から
交付されたお金　●国・道支出金…特定の事業に対し、国や北海道から交付されたお金　●市債…国や銀行から
借り入れたお金

用語
解説

支出額は、前年度に比べ
0.5億円減の239.6億円

民生費
　住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業費
の減などにより、前年度に比べ6.3億円（6.9％）
の減

土木費
　市営住宅（千代の台団地）建替事業費の減など
により、前年度に比べ3.1億円（11.8％）の減

その他
　商工費において、（仮称）登別市情報発信拠点
施設整備事業費の増などにより、前年度に比べ
7.4億円（92.6％）の増

支出
239.6億円
前年度比
▲0.5億円

総務費
26.3億円
11.0㌫

民生費
85.0億円
35.5㌫

土木費
22.8億円
9.5㌫教育費

9.0億円
3.7㌫

公債費
23.4億円
9.8㌫

給与費
33.8億円
14.1㌫

その他
39.3億円
16.4㌫
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7.9億円の黒字
単年度では
1.1億円の赤字
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市税や地方交付税などを財源に、福祉や教育など市の
基本的な事業を行うための会計一般会計

令和４年度
登別市の決算状況

支出収入

250.0

245.0

240.0

235.0

230.0

前年度
繰越金など
9.1億円

実質的な収支…▲1.1億円

財政調整基金積立金
…0.1億円

 単年度収支…▲1.2億円
備荒資金組合
超過納付金
6.0億円

収支…7.9億円
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項　　　目 金　　額
収益的収入

９億5,967万円
９億2,436万円
3,574万円
４万円

９億9,545万円
営業収益
(内給水収益)
営業外収益
特別利益

収益的支出

純利益

７億7,342万円
5,709万円
０万円

８億3,051万円

１億6,494万円

営業費用
営業外費用
特別損失

項　　　目 金　　額
資本的収入

７億8,770万円
０万円

１億8,733万円

９億7,503万円
企業債
負担金
補助金

資本的支出

不足額

10億1,672万円
３億4,109万円

13億5,781万円

３億8,278万円

建設改良費
企業債償還金

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

項　　　目 金　　額
収益的収入

７億797万円
６億5,127万円
９億5,314万円

387万円

16億6,498万円
営業収益
(内下水道使用料)
営業外収益
特別利益

収益的支出

純利益

13億6,023万円
２億1,972万円

３万円

15億7,998万円

8,500万円

営業費用
営業外費用
特別損失

項　　　目 金　　額
資本的収入

４億9,680万円
1,015万円

２億771万円

７億1,466万円
企業債
負担金
補助金

資本的支出

不足額

２億2,547万円
12億4,531万円

14億7,078万円

７億5,612万円

建設改良費
企業債償還金

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

項　　　目 金　　額
資本的収入

2,300万円
３万円
624万円

2,927万円
企業債
負担金
補助金

資本的支出

不足額

2,411万円
955万円

3,366万円

439万円

建設改良費
企業債償還金

資
本
的
収
支

項　　　目 金　　額
収益的収入

1,229万円
1,772万円
０万円

3,001万円
営業収益
営業外収益
特別利益

収益的支出

純損失

3,586万円
219万円
０万円

3,805万円

804万円

営業費用
営業外費用
特別損失

収
益
的
収
支

42023. 10月号令和４年度登別市の決算状況5 2023. 10月号 令和４年度登別市の決算状況

給水人口
給水戸数
年間給水量

138人
118戸

72,924立方㍍

給水人口
給水戸数
年間給水量

44,219人
21,437戸

3,618,418立方㍍

企業債の残高（令和５年３月31日現在）

※給水人口一人当たり…11万2,767円
49 億 8,645 万円

　水道事業は、市民の皆さんの生活に必要不可欠な水を安全で安定的に供給
することを目的に市が一つの企業として運営しています。事業は、原則、水道
料金収入だけで必要な経費を賄う独立採算制で経営を行っています。
　水道水を作り、家庭などに届けるための費用と水道料金収入などの収支を

表す収益的収支は１億6,494万円の黒字となり、国などからの借入金の今後の元金償還に備えるための減債積立金に
8,247万円、配水管の更新などの施設整備に備えるため建設改良積立金に8,247万円を積み立てる予定です。
　浄水場や配水池、配水管などの整備を行うための支出と、その財源である企業債収入などの収支を表す資本的収支
は、３億8,278万円の不足となりました。不足額は、減価償却費などの内部留保資金（損益勘定留保資金）などで補て
んし、結果、令和４年度の純利益は、１億6,494万円を確保できました。

企業債の残高（令和５年３月31日現在）
1億 9,952 万円

水 道 事 業 会 計

　簡易水道事業は、主に農業活動などを支えるライフラインとして重要な役割
を担っています。北海道や市の営農用水事業を経て、平成８年度からは簡易水
道事業として経営認可を受けて事業運営を行っており、平成31年４月１日から
は市が経営する企業として運営しています。

　簡易水道料金などの収入と簡易水道施設の運転や維持管理などに掛かる費用と簡易水道料金収入などの収支を表す
収益的収支は、804万円の赤字となりました。
　施設の新設や改良、企業債の償還元金などに掛かる支出と、その財源である企業債収入などの収支を表す資本的収支
は、439万円の不足となり、不足額は、減価償却費などの内部留保資金（損益勘定留保資金）などで補てんしました。

簡易水道事業会計

　下水道事業は、市が経営する公営企業として、下水道使用料などの収入で
経費を賄うことを基本とし、雨水の排水など公共性の高い事業に係る経費につ
いては、一定のルールに基づき市税収入などで負担し、経営を行っています。
　下水道管や浄化センターの管理に必要な支出と利用者の皆さんからお支払

いいただく使用料などの収入を経理する収益的収支は、8,500万円の黒字となりました。黒字額については、今後の借
入金返済に備え、減債積立金に全額を積み立てる予定です。
　資本的収支では、中央町地区における雨水浸水対策としての雨水管の新設工事や既設管のたるみが著しい汚水管の
改良工事などの建設改良事業を実施したほか、ストックマネジメント計画に基づき、若山浄化センターの建築設備の
改築更新を行ったことにより、７億5,612万円の不足となり、不足額は、収益的収支における減価償却費など、現金の
支出を必要としない経費によって生じる内部留保資金などにより補てんしました。

下水道事業会計

歳　入 54.0億円 3.4億円 39.7億円 1.1億円 8.6億円

歳　出 49.9億円 3.4億円 38.6億円 1.1億円 8.6億円

収　支 4.1億円 0.0億円 1.1億円 0.0億円 0.0億円

国民健康保険
特別会計会　計 学校給食事業

特別会計
介護保険
特別会計

カルルス温泉スキー場
事業特別会計

後期高齢者医療
特別会計

一般会計 特別会計（学校給食事業）
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自由に使うことができる基金は前年度末に比べ
6.1億円増加市債残高および返済額は前年度に比べ減少

市の借金の状況 市の貯金の状況

　市では、道路や公共施設など、将来にわたって利
用される大規模な施設を整備する時に、国や銀行か
ら長期間で返済する資金を借り入れており、これら
市の借金を市債といいます。
　市の市債残高は、昨年度に比べ5.8億円減少しまし
た。なお、一般会計における返済額（公債費）は
23.4億円となり、支出全体に占める割合は9.8％で、
前年度比で0.3億円減少しました。

　市では、特定の事業に使用したり、財源の調整を
図るため、基金（預金）を積み立てしています。こ
のうち、市の台所事情が苦しい時などに自由に使う
ことができる基金などとして、財政調整基金、減債
基金の一部、北海道市町村備荒資金組合超過納付金
の３種類があります。
　これらの令和４年度末残高は、合計で23.4億円と
なり、前年度末の残高に比べて6.1億円増加しまし
た。一時期の残高が著しく少ない状況からは脱した
ものの、今後の大型事業の計画や人口減少などを踏
まえ、安定的な財政運営を図るため、基金残高の確
保に努めます。

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

市債残高の推移

財政調整基金 減債基金の一部 北海道市町村備荒資金組合超過納付金

保険料や使用料を財源に、国民健康保険や介護保険、
学校給食事業など、特定の事業を行うための会計特別会計

基金残高の推移

228.0億円 228.3億円
222.4億円

217.1億円
211.3億円

8.7億円
6.7億円

9.8億円

17.3億円

23.4億円



項　　　目 金　　額
収益的収入

９億5,967万円
９億2,436万円
3,574万円
４万円

９億9,545万円
営業収益
(内給水収益)
営業外収益
特別利益

収益的支出

純利益

７億7,342万円
5,709万円
０万円

８億3,051万円

１億6,494万円

営業費用
営業外費用
特別損失

項　　　目 金　　額
資本的収入

７億8,770万円
０万円

１億8,733万円

９億7,503万円
企業債
負担金
補助金

資本的支出

不足額

10億1,672万円
３億4,109万円

13億5,781万円

３億8,278万円

建設改良費
企業債償還金

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

項　　　目 金　　額
収益的収入

７億797万円
６億5,127万円
９億5,314万円

387万円

16億6,498万円
営業収益
(内下水道使用料)
営業外収益
特別利益

収益的支出

純利益

13億6,023万円
２億1,972万円

３万円

15億7,998万円

8,500万円

営業費用
営業外費用
特別損失

項　　　目 金　　額
資本的収入

４億9,680万円
1,015万円

２億771万円

７億1,466万円
企業債
負担金
補助金

資本的支出

不足額

２億2,547万円
12億4,531万円

14億7,078万円

７億5,612万円

建設改良費
企業債償還金

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

項　　　目 金　　額
資本的収入

2,300万円
３万円
624万円

2,927万円
企業債
負担金
補助金

資本的支出

不足額

2,411万円
955万円

3,366万円

439万円

建設改良費
企業債償還金

資
本
的
収
支

項　　　目 金　　額
収益的収入

1,229万円
1,772万円
０万円

3,001万円
営業収益
営業外収益
特別利益

収益的支出

純損失

3,586万円
219万円
０万円

3,805万円

804万円

営業費用
営業外費用
特別損失

収
益
的
収
支
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給水人口
給水戸数
年間給水量

138人
118戸

72,924立方㍍

給水人口
給水戸数
年間給水量

44,219人
21,437戸

3,618,418立方㍍

企業債の残高（令和５年３月31日現在）

※給水人口一人当たり…11万2,767円
49 億 8,645 万円

　水道事業は、市民の皆さんの生活に必要不可欠な水を安全で安定的に供給
することを目的に市が一つの企業として運営しています。事業は、原則、水道
料金収入だけで必要な経費を賄う独立採算制で経営を行っています。
　水道水を作り、家庭などに届けるための費用と水道料金収入などの収支を

表す収益的収支は１億6,494万円の黒字となり、国などからの借入金の今後の元金償還に備えるための減債積立金に
8,247万円、配水管の更新などの施設整備に備えるため建設改良積立金に8,247万円を積み立てる予定です。
　浄水場や配水池、配水管などの整備を行うための支出と、その財源である企業債収入などの収支を表す資本的収支
は、３億8,278万円の不足となりました。不足額は、減価償却費などの内部留保資金（損益勘定留保資金）などで補て
んし、結果、令和４年度の純利益は、１億6,494万円を確保できました。

企業債の残高（令和５年３月31日現在）
1億 9,952 万円

水 道 事 業 会 計

　簡易水道事業は、主に農業活動などを支えるライフラインとして重要な役割
を担っています。北海道や市の営農用水事業を経て、平成８年度からは簡易水
道事業として経営認可を受けて事業運営を行っており、平成31年４月１日から
は市が経営する企業として運営しています。

　簡易水道料金などの収入と簡易水道施設の運転や維持管理などに掛かる費用と簡易水道料金収入などの収支を表す
収益的収支は、804万円の赤字となりました。
　施設の新設や改良、企業債の償還元金などに掛かる支出と、その財源である企業債収入などの収支を表す資本的収支
は、439万円の不足となり、不足額は、減価償却費などの内部留保資金（損益勘定留保資金）などで補てんしました。

簡易水道事業会計

　下水道事業は、市が経営する公営企業として、下水道使用料などの収入で
経費を賄うことを基本とし、雨水の排水など公共性の高い事業に係る経費につ
いては、一定のルールに基づき市税収入などで負担し、経営を行っています。
　下水道管や浄化センターの管理に必要な支出と利用者の皆さんからお支払

いいただく使用料などの収入を経理する収益的収支は、8,500万円の黒字となりました。黒字額については、今後の借
入金返済に備え、減債積立金に全額を積み立てる予定です。
　資本的収支では、中央町地区における雨水浸水対策としての雨水管の新設工事や既設管のたるみが著しい汚水管の
改良工事などの建設改良事業を実施したほか、ストックマネジメント計画に基づき、若山浄化センターの建築設備の
改築更新を行ったことにより、７億5,612万円の不足となり、不足額は、収益的収支における減価償却費など、現金の
支出を必要としない経費によって生じる内部留保資金などにより補てんしました。

下水道事業会計

歳　入 54.0億円 3.4億円 39.7億円 1.1億円 8.6億円

歳　出 49.9億円 3.4億円 38.6億円 1.1億円 8.6億円

収　支 4.1億円 0.0億円 1.1億円 0.0億円 0.0億円

国民健康保険
特別会計会　計 学校給食事業

特別会計
介護保険
特別会計

カルルス温泉スキー場
事業特別会計

後期高齢者医療
特別会計

一般会計 特別会計（学校給食事業）
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自由に使うことができる基金は前年度末に比べ
6.1億円増加市債残高および返済額は前年度に比べ減少

市の借金の状況 市の貯金の状況

　市では、道路や公共施設など、将来にわたって利
用される大規模な施設を整備する時に、国や銀行か
ら長期間で返済する資金を借り入れており、これら
市の借金を市債といいます。
　市の市債残高は、昨年度に比べ5.8億円減少しまし
た。なお、一般会計における返済額（公債費）は
23.4億円となり、支出全体に占める割合は9.8％で、
前年度比で0.3億円減少しました。

　市では、特定の事業に使用したり、財源の調整を
図るため、基金（預金）を積み立てしています。こ
のうち、市の台所事情が苦しい時などに自由に使う
ことができる基金などとして、財政調整基金、減債
基金の一部、北海道市町村備荒資金組合超過納付金
の３種類があります。
　これらの令和４年度末残高は、合計で23.4億円と
なり、前年度末の残高に比べて6.1億円増加しまし
た。一時期の残高が著しく少ない状況からは脱した
ものの、今後の大型事業の計画や人口減少などを踏
まえ、安定的な財政運営を図るため、基金残高の確
保に努めます。

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

市債残高の推移

財政調整基金 減債基金の一部 北海道市町村備荒資金組合超過納付金

保険料や使用料を財源に、国民健康保険や介護保険、
学校給食事業など、特定の事業を行うための会計特別会計

基金残高の推移

228.0億円 228.3億円
222.4億円

217.1億円
211.3億円

8.7億円
6.7億円

9.8億円

17.3億円

23.4億円



62023. 10月号令和４年度登別市の決算状況

　市は、『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』に基づき、毎年度、市の財政状況を明らかにするため、４つ
の『健全化判断比率』と公営企業における『資金不足比率』を市民の皆さんに公表します。
　令和４年度決算では、健全化判断比率は全ての比率において早期健全化基準を下回りました。また、資金不足比率
についても全ての公営企業において資金不足額は生じず、経営健全化基準を下回りました。

○健全化判断比率とは
『地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健
全化法）』で定められている４つの財政指標で、①実
質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比
率、④将来負担比率があります。国はそれぞれに早期
健全化基準と財政再生基準（④は早期健全化基準の
み）を定めており、一つでも早期健全化基準を上回っ
た団体は、財政健全化計画を策定し、自主的に財政の
健全化に取り組まなければなりません。また、一つで
も財政再生基準を上回った団体は、財政再生計画を策
定し、国の監督の下で財政再建に取り組むことになり
ます。

○資金不足比率とは
　財政健全化法で、健全化判断比率とともに定められ
ている財政指標で、国が定める経営健全化基準を上
回った公営企業は、経営健全化計画を策定し、経営改
善に取り組まなければなりません。

　それぞれの公営企業の事業規模に占める資金不足額
の割合です。

　市税や普通交付税などの収入額に占める市債残高や
退職手当引当金などの市が将来的に負担しなければな
らない額の割合です。

　市税や普通交付税などの収入額に占める一般会計な
どの公債費や公営企業の市債償還のために一般会計が
負担した額などの合計額の割合です。

　市税や普通交付税などの収入額に占める全ての会計
の赤字額の割合です。

　市税や普通交付税などの収入額に占める一般会計な
ど(本市の場合、一般会計に学校給食事業特別会計を加
えたもの)の赤字額の割合です。

財 政 状 況 を 示 す ５ つ の 指 標
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少
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で
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か
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、
今
後
大

今
後
の
財
政
見
通
し

④ 将来負担比率…42.5㌫

⑤資金不足比率（公営企業）
　…全ての公営企業において比率なし

② 連結実質赤字比率…比率なし

③ 実質公債費比率…10.9㌫

① 実質赤字比率…比率なし

登別市（42.5㌫） 早期健全化基準（350㌫）

注意エリア

経営健全化基準（20㌫）

注意エリア

登別市（赤字なし）

登別市（10.9㌫） 早期健全化基準（25㌫）

注意エリア 危険
エリア

財政再生基準（35㌫）

早期健全化基準（13.06㌫）登別市（赤字なし）

注意エリア 危険エリア

財政再生基準（20㌫） 登別市（赤字なし） 早期健全化基準（18.06㌫）

注意エリア 危険エリア

財政再生基準（30㌫）
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財源不足額4.0億円

基金などの
取り崩しで補てん

クリンクルセンターで紙類ごみの拠点回収をはじめます！2023. 10月号7

　右図の往路のとおり入口から搬入し、専用倉庫の前に
車を駐車して紙類ごみの種類ごとに分けられた場所に集
積してください。集積が終わったら、復路のとおりお帰
りください。

●設置場所と利用方法●設置場所と利用方法

　市内の資源リサイクル業者でも自社敷地内にて、紙類
ごみをはじめとするリサイクル可能な製品の回収を行っ
ていますので、ぜひご利用ください。

●市内業者での拠点回収●市内業者での拠点回収
　町内会や子ども会、PTAなどの団体が自主的な活動
として、紙類ごみや金属類、びん類などの資源物を集
めて、資源回収業者へ売却する集団資源回収を行って
います。
※これまで集団資源回収を利用されている方は　　　
引き続き、集団資源回収をご利用ください。

●町内会などでの集団資源回収●町内会などでの集団資源回収

　皆さん、気づいていましたか。ビールの
６缶パック紙、お菓子の紙箱、薬の紙箱な
ど、身の回りには紙マークがついた商品が多数あります
が、そのほとんどはリサイクル可能な紙類ごみです。
　この紙類ごみを有料ごみ袋に入れずに、専用倉庫に出
すことでごみや燃料の減少につながり、結果、経費や二
酸化炭素排出量の減少につながります。一人一人の実践
で大きな効果につなげましょう。

＼他に次の場所でも回収を行っています／＼他に次の場所でも回収を行っています／

　専用倉庫前２台、待機中２台の計４台で駐車をお願い
します。専用倉庫前と待機中の車は倉庫前の車が出られ
るよう間隔を開けて駐車をお願いします。

●車の駐車方法●車の駐車方法

【河原商店】富岸町１丁目18-９
　（☎85７８７２）
　　利用可能日時：平日８時30分～16時30分
【三協資源】大和町２丁目25-１
　（☎85４２７０）
　　利用可能日時：月～日曜日８時～17時
【丸中中田商店】栄町３丁目４-３
　（☎86７８２２）
　　利用可能日時：月～日曜日24時間利用可能

利用開始日　10月２日㈪から
利用可能時間　月～土曜日
　　　　　　（祝日・年末年始含む）９時～16時
※利用可能時間外は施錠します。
利用対象者　市民および市内で営業活動を営む法人
または個人

※住んでいる地域の町内会が紙類ごみなどの『集団
資源回収』を行っていない場合は、ぜひ、専用倉
庫をご利用ください。

※注意事項※
　既に４台駐車されている場合や紙類ごみ回収業者
が紙類ごみを積み込みしている場合は来庁者駐車場
に駐車いただき、順番にご利用ください。

クリンクルセンターで紙類ごみの
拠点回収をはじめます！
問い合わせ　環境対策グループ （☎ 85２９５８）

第９回
チャレンジ!!

ゼロカーボン
　市では、ごみの減量化や資源のリサイクルの推進を強化するため、段ボールなど
の紙類ごみの回収場所として、新たにクリンクルセンターに専用倉庫を設置します。
　段ボールの処理や置き場所に困っている方などは、ぜひ、ご利用ください。

来庁者駐車場
倉庫前が混み合っ
ている時はこちら
に駐車いただき、
順番にご利用くだ
さい。
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新聞紙、雑誌、段ボールなど
※詳しくは、各業者へお問い合わせください。

紙マークがついた紙類ごみを
有料ごみ袋に入れていませんか？

回収品目

▲河原商店
ウェブサイト

▲丸中中田商店
ウェブサイト

拠点回収可能な紙類ごみの種類および出し方
新聞紙・雑誌類
（雑誌やチラシ、パンフレット、古本など）
…袋に整頓して入れるまたは十字に縛って出す
段ボール類・厚紙
（ティッシュの箱や菓子箱、ビール缶の厚紙など）
…種類ごとに分け、バラの場合を除き十字に縛る
※次の方が利用しやすいよう必ず整頓してご利用
　ください。


